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1．はじめに
　2020年はコロナの 1年となった．感染症対策により消費者ニーズが激変し，外食や旅行関連産業

が大打撃を受ける一方，巣ごもり需要は旺盛となった．コロナ後の経済における需要予測は平常時よ

り難化傾向となるであろう．コロナ前のデータが予測情報としての有効性を失うとき，コロナ直後の

経済下で展開するビジネスは，限定的な情報に基づく意思決定を余儀なくされる．

　パンデミックのみならず，国際紛争や金融危機等，経済産業構造に変化を与える事象はしばしば発

生し，消費者需要もその影響を受ける．また，平常時であっても，新商品の投入，新市場の開拓，商

品トレンド予測など，需要予測に有効なデータが十分存在せず，僅かな情報から需要を見積り，ビジ

ネス上の意思決定を強いられるケースは少なくない．特に，需要分布の推測に短期の直近データしか

利用できない場合，パラメータの推定リスクは無視できないリスクファクターとなり得る．

　Newsvendor problemは，需要の不確実性下における在庫戦略を議論する古典的な問題であり（e.g. 

Arrow et al. （1951）），最近では，観測データから需要を予測し，在庫数量に関する意思決定を行う研

究も幾つかの文献で紹介されている（e.g. Huber et al. （2019），Beutel et al. （2012））．鹿島（2020）で

は，需要分布に Power Exponential Distributionを仮定し，観測データを利用した Newsvendor problem

について考察している．Power Exponential Distributionを仮定することで，平均や標準偏差等，実務

上扱い易いパラメータにより需要分布を把握することが可能となる上，正規分布を含め，それより急

尖的な leptokurtic distributionから，peakが平坦な platykurtic distributionまで広い分布クラスを対象

とした議論が可能となる（e.g. Gómez et al. （1998），Dang et al. （2015））．特に，Power Exponential 

Distributionは一様分布も含んでおり，負の需要を排除したケースを扱うことができる．正規分布は

最もポピュラーであり解析的に扱い易い面もあるが，supportが実数全体であるため，確率的に極々

微小とは言え，大きな負の需要が期待値計算に影響する可能性は否めない．理論的には Truncated 

Normal Distribution（Akahira （2017））等を利用する方法も考えられるが，実務的には，分布の把握

やパラメータ推定等の扱い易さも重要となる．

　そこで，本稿では，需要分布に Power Exponential Distributionを仮定し，Newsvendor Problemにお

けるパラメータ推定リスクの影響について議論する．特に，一様分布の場合にその影響を数値的に検

証する．本稿の構成は次の通りである．先ず，第 2節で問題の設定を行い，第 3節で Power 

Exponential Distribution仮定の下，平均を未知とした場合における期待利益の最大化問題を議論する．

そして，第 4節で一様分布の場合に前節で導出した結果を具体化し，第 5節でその数値的検証を行う．

最後に第 6節で結論をまとめる．

2．設定
　本節では，鹿島（2020）に即した形で問題設定を行い，同時に本稿の議論に必要な鹿島（2020）

の結果を概説する．ある製品の第 1期から第 T + 1期の需要数量は，

( )1 1, , , , , ,µ σ β+

iid

T TD D D PE  ～
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即ち，互いに独立に同一の Power Exponential Distributionに従う確率変数であるものとする．同分布

の確率密度関数は，以下の通りである（e.g. Gomez et. al. （1998））．

( ) 1, , : , ,β
µµ σ β ψ

σ σ
- = ∈ 

 
xf x x R

ここで，µ ∈R，σ > 0，

( ) 2
11

2

1 1: exp , , 0.
211 2

2

β
β

β

ψ β

β

+

 = - ∈ > 
  

Γ + 
 

z z z R

今，第T + 1期首を現在時点とし，第T + 1期における1期間のNewsvendor problemを考える．バイヤー

は，第 T + 1期の期首時点において，同製品のストック数量 Q個を決定し，期中の販売に備える．同

製品の調達コストは，製品 1個当たり cとする．そして，期中，バイヤーは 1個につき固定価格 pで

消費者に販売する．尚，需要数量は固定売価 pを前提とする (p ≥ c ≥ 0)．このとき，期末時点で明ら
かとなる第 T + 1期におけるバイヤーの利益は，

( ) ( ) ( )1 1, max ,0+ += - - -T TR D Q p c Q p Q D

と書ける．そして，この期待値は，以下の通り．

( ) ( )1: , ,β
µµ σ

σ+
-  = = - +     

T
Qm Q E R D Q p cQ p h

ここで，

( ) ( ) ( )( ) ( ) ( ): 1 , : , .β β β β βψ ψ
-∞ -∞

= + -Ψ Ψ = ∈∫ ∫
x x

h x z z dz x x x z dz x R

m (Q)を最大にする Qは，Power Exponential Distributionのパラメータが既知である場合，以下の通

りとなる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 : ,µ σ∗ ∗= = +Q Q u  （1）

ここで，

( ) [ ]1: , : 1 0,1 .β
∗ -= Ψ = - ∈

cu r r
p

そして，そのときの期待利益の最大値は，以下の通り．

( ) ( ) .β
µσ ψ
σ

∗
∗

-∞

 = + 
 ∫

u
m Q p r z z dz

他方，パラメータµ とσ が未知の場合，過去の観測情報 D1, …, DTからこれらを推定し，（1）に即し

てストック数量を決定することが考えられる．そこで，µ とσ の何らかの推定量

( ) ( )1 1ˆˆ :ˆ: , , , , ,ˆσµ µ σ==  T TD D D D
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により，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ˆ ˆ ˆ: µ σ∗ ∗= +Q u  （2）

によって，第 T + 1期首時点のストック数量を決定するものとする．このとき，期待利益は，以下の

通りとなる．

　　　　　　　 ( ) ( ) ( ) ( )1
ˆˆ ˆ: , ,β

µσ ψ ε
σ

∗
∗∗

+ -∞

    = = + - ∆     ∫
u

T QR Q E R D p r z z dz E  （3）

ここで，

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )ˆ ˆ
ˆ ˆˆˆ ˆ ˆ: 1 , , : .β β

µ µ σ σ
ε ε ε ε ε µ σ

σ

∗
∗ ∗ − + −

∆ = − + − + = =
u

r h u h u

∆ (ε̂ )は，パラメータの推定リスクが利益に課すペナルティと解釈できる．推定量 µ̂と σ̂が共に一致

性を持つ場合，

( ) ( )ˆ 0 ,ε ∆ → →∞ E T

つまり，T →∞ でペナルティの期待値は 0に収束する．尚，一致性は，最尤推定量がある正則条件

を満たす場合に保証される（e.g. Wald （1949），Akahira et al. （1994））．しかしながら，本稿で想定す

るような，僅かなデータしか利用できない状況において，推定リスクの影響を排除することは困難で

あり，実務に与える影響を把握しておく必要がある．

3．平均の推定と期待利益最大化
　本節では，パラメータµ を未知，σ とβ を既知として，期待利益の最大化について議論する．需

要分布の平均はパラメータの中で，最も推測が困難，且つ意思決定に与える影響が大きいものと推察

される．ストック数量は，標本平均と調整項δ ∈Rによって，以下により決定するものとする．

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ( ) ( )ˆ : ,δ σ δ∗ ∗= + +Q D u  （4）

ここで，D̄は D1, …, DTの標本平均．（1）より，（4）による意思決定は Q̂* (0)が自然であるが，推定
リスクのペナルティ構造にδ が如何に作用するか，ここで確認したい．尚，（4）は，µ の推定量とし

て µ̂ = D̄ +σδ を（2）に当てはめたケースに相当する為，δ の検証は推定量のバイアスの検証と解釈

することもできる．ここで，

( )0,1,µ β
σ

-
=

Dz PE
T

  ～

とするとき，

( ) ( ) 1ˆ , ,
σδ µ σ σ

ε ε δσ σ δ
σ

∗+ - + -
= + = = +

D u
D z

T

即ち，推定誤差をσ に依存せず，zと調整項δ ∈Rで捉えることができる．従って，（4）のとき，推
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定リスクのペナルティは，以下の通り．

( ) ( )( ) ( )( ) ( ) ( )1 2 1 2: , 1 .β βδ ε δσ σ δ δ- ∗ ∗ -∆ = ∆ + = - + + - + +D r T z h u h u T z

そして，その期待値は，以下のように書ける．

( ) ( ) ( ) ( ) ( )1 2: 1 .β βδ δ δ δ∗ ∗ -  ∆ = ∆ = - + - + +   E r h u E h u T z

（3）より，期待利益の最大化は，ペナルティ期待値の最小化問題に帰着される．ここで，以下の記

号を定義する．

( ) ( )1 2
, : , .β β

- Ψ = Ψ + ∈ T x E T z x x R

このとき，

( ) ( )1 2
,1 ,β βδ δ

δ
- ∗ ∗∂  + + = -Ψ + ∂ TE h T z u u

故に，∆̄'(δ ) = 0は ( )( ),1 1 0β δ ∗- - -Ψ + =Tr u と同値となり，従って，

　　　　　　　　　　　　　　 ( ) ( ) ( )1 1
, ,:β β βδ δ - -= = Ψ -ΨT Tr r r  （5）

のとき ∆̄ (δ ) は最小となる．尚，任意の x ∈Rに対し，

( ) ( ),lim β β→∞
Ψ = ΨTT

x x

であることから，任意の r ∈ [0,1]に対し，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ( ),lim 0,βδ
→∞

=TT
r  （6）

つまり，データが十分に存在しているとき，調整は必要ない．しかし，データが少ない場合，推定リ

スクを考慮することによる調整が必要になる．

4．一様分布の場合
　本節では，β =∞，即ち，一様分布の場合に（5）を具体的に導出する．以後，表記をシンプルにす

るため，基本的に ∞ の記号を省略しψ :=ψ∞，Ψ := Ψ∞，Ψ̄T := Ψ̄T ,∞，h := h∞，δ T :=δ T ,∞と表すことと

する．δ Tを求めるには，Ψ，Ψ̄Tを特定する必要がある．1を indicator functionとするとき，

( ) ( ) ( )1,1 1,1
1 1

2 1 2
ψ - -= =

Γ
1 1

であることから，x ∈ [-1,1]に対して， ( ) ( ) 1
2

ψ
-∞

+
Ψ = =∫

x xx z dz ，即ち，以下を得る．
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　　　　　　　　　　　　　　　　 ( )

( )

( )
( )

1 1
1 1 .

2
0 1

 >
 +Ψ = ≤


< -

x
xx x

x

 （7）

従って，

( ) [ ]1 2 1, 0,1 .∗ -= Ψ = - ∈u r r r

以後，u*を xで表し，r ∈ [0,1]に対し x = 2r-1 =Ψ-1(r )として議論する．一様分布は，前述の通り，
負の需要が発生する確率を 0として議論することができるが，その為には，µ ≥σ を仮定することが

必要十分である．実際，z～ PE(0,1,∞ )とするとき，

{ }0 0 1.µ µµ σ
σ σ

 + ≤ = Ψ - = ⇔ - ≤ - 
 

P z

尚，σ は Power Exponential Distributionのパラメータであるため，PE(µ ,σ ,∞)の標準偏差はσ /√3と

なる（補足参照）．

命題 1．x∈Rに対し，

( )

( )
( ) ( )

( )

( ) ( )
( )

1 2

1 2

1 1

1 ,
2

0 1

-

-

 + <

Ψ ∈
 +Ψ = ∈

Ψ ∈


< - -

h h

T

l l

T x

x x J
xx x J

x x J

x T

ここで，

( ) ( ) ( ) ( )
( )

2 21 2 1 2 1 2 1 2

1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2

1 1: 1 1 , : 1 ,
8 8

: 1 , 1 , : 1 ,1 , : 1 ,1 .

- -

- - - - - -

Ψ = - - + Ψ = + +

   = - - - + = - + - = - +   

h l

l h

x T x T x T x T

J T T J T T J T T

証明． ( ) ( )1 1 2

1
: -

-
Ω = Ψ +∫x T z x dz とするとき，

( ) ( ) ( ) ( )1 2
1,1

1 1 .
2 2

-
-Ψ = Ψ + = Ω∫T x T z x dz x1

（7）より，
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( )

( )

( )
( )

1 2

1 2
1 2 1 2

1 2

1 1

1 1 .
2
0 1

-

-
- -

-

 + >

 + +

Ψ + = + ≤

 + < -


T z x

T z xT z x T z x

T z x

今，

[ ] ( ) ( )1 2 1 2: , 1 , 1 = = - + - z D UI i i T x T x

とするとき，区間の幅は iU - iD = 2T 1/2≥ 2であり，また，

1 2 1- + ≤ ⇔ ∈ zT z x z I

であるため，Iz ⊃ [-1,1]，即ち，-1 + T -1/2≤ x ≤ 1 - T -1/2のとき，

( ) ( )
1 21 11 2

1 1

1 1.
2

-
-

- -

+ +
Ω = Ψ + = = +∫ ∫

T z xx T z x dz dz x

他方，iD = -T 1/2 (1 + x)∈ [-1,1]，即ち，-1 - T -1/2≤ x ≤ -1 + T -1/2のとき，

( )
( ) ( )1 2

1 21 21 2 1 2

1

1 1 1 .
2 4

-
-

- +

+ +
Ω = = + +∫ T x

T z xx dz T x T

更に，iU = T 1/2 (1 - x)∈ [-1,1]，即ち，1 - T -1/2≤ x ≤ 1 + T -1/2のとき，以下を得る．

( )
( )

( ) ( ){ }1 2

1 2

1 21 1 21 2 1 2

1 1

1 1 8 1 .
2 4

-- -

- -

+ +
Ω = + = - - +∫ ∫

T x

T x

T z xx dz dz T x T

尚，iD = - T 1/2 (1 + x) > 1，即ち，x < -1-T -1/2のとき，

( ) ( )1 1 2

1
0.-

-
Ω = Ψ + =∫x T z x dz

また，iU = T 1/2 (1 - x) < -1，即ち，x > 1+T -1/2のとき，

( ) ( )1 11 2

1 1
2.-

- -
Ω = Ψ + = =∫ ∫x T z x dz dz

以上より，本命題を得る．□

以下，議論を簡潔に進めるため，次の記号を定義する．

( )1 2 1 2 1 2 1 2
, ,: 0, 2 , : 2,1 2 , : 1 2,1 .- - - -   = = - = -   l T T h TI T I T T I T

これらの区間は，以下の対応関係にある．

( ) ( ) ( )1 1 1
, ,, , .- - -Ψ ∈ ⇔ ∈ Ψ ∈ ⇔ ∈ Ψ ∈ ⇔ ∈l l T T h h Tr J r I r J r I r J r I

命題 1より，以下の通り，一様分布の場合の（5）が導出できる．
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命題 2．r ∈ [0,1]に対し

( )
( ) ( )( ) ( )

( )
( ) ( ) ( )

2
1 4

, ,

21 4
, ,

: 2 1

0 .

: 2

δ

δ

δ

-

-

 = - - ∈
= ∈


= - - ∈


h T h T

T T

l T l T

r r T r I

r r I

r r T r I

証明．r ∈ ITのとき x ∈ Jであるため，命題 1より Ψ̄T (x) =Ψ (x)，従って，δ T (r ) = 0．r ∈ Ih,Tのとき，

x ∈ Jhであるため，命題 1より Ψ̄T (x) = Ψ̄h (x)．この逆関数は，

( ) ( )1 1 2 1 41 2 2 1 .- - -Ψ = + - -h r T T r

実際，

( )( ) ( )( ){ }2
1 1 2 1 2 1 4 1 211 1 1 2 2 1 .

8
- - - -Ψ Ψ = - - + - - + =h h r T T T r T r

従って，以下を得る．

( ) ( ) ( ) ( )( )2
1 2 1 4 1 41 2 2 1 2 1 2 1 .δ - - -= + - - - - = - -T r T T r r r T

他方，r ∈ I l,Tのとき，x ∈ J lであるため，命題 1より Ψ̄T (x) = Ψ̄l (x)．この逆関数は，

( )1 1 4 1 22 2 1 .- - -Ψ = - -l r r T T

実際，

( )( ) ( ){ }2
1 1 2 1 4 1 2 1 21 1 2 2 1 .

8
- - - -Ψ Ψ = + - - + =l l r T r T T T r

従って，以下を得る．

( ) ( ) ( )21 4 1 2 1 42 2 1 2 1 2 .δ - - -= - - - - = - -T r r T T r r T

以上で本命題を得る．□

上記の導出結果において（6）が成立していることは，I h,T，I l,Tがそれぞれ {1}，{0}の 1点に収束

する為，

( ) ( ) ( ) ( ), , , ,lim lim 1 0, lim lim 0 0,δ δ δ δ
→∞ →∞ →∞ →∞

= = = =h T h T l T l TT T T T
r r

より確認できる．

5．数値的検証
　本節では，前節で導出したストック数量の調整（命題 2）が，実務に与える影響を計測する．表記
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を簡略化するため，

( )( ) ( )0
ˆ ˆ: , : 0δ δ∗ ∗= =TQ Q r Q Q

と表し，推定リスクを考慮したストック数量 Qδ と，考慮しないストック数量 Q0の相違を数値的に

検証する．Q0は，通常の Newsvendor problemにおける期待利益最大化の解に対応したストック数量

である．更に，以下の記号を定義する．

( )0

0

: .
2 1

δ δ

σ

-
= =

+ -

T rQ QdQ
DQ r

dQは，推定リスクを考慮することで，ストック数量に何割の相違が生じるかを計測するものである．

尚，ここで Q0 > 0，及び D̄ >σ とする．前者は，dQの定義に必然の前提であり，後者は，前節で言

及したµ ≥σ の仮定に即したものである．

　命題 2にある通りδ T (r)の定義域は Ih,T，IT，Il,Tの 3つに分かれ，それらは Tに依存して変化する．

その様子をグラフ化したものが Fig. 1である．

Fig. 1.

Fig. 1は，横軸を T，縦軸を rとし，区間 ITの上限（点線）と下限（実線）をそれぞれプロットして

いる．観測データ数 Tの増加と共に ITの幅は拡大し，逆に Ih,T と Il,Tの幅は縮小する．命題 2から明

らかな通り，推定リスクの影響が現れるのは Ih,T と Il,Tにおいてである．Fig. 1の状況に鑑み，本節で

は T≦ 12を更なる検証の対象とする．理由は，T≦ 12のとき，一定程度の rのレンジで推定リスク

の影響が現れる為である．実際，T = 1では 0％～ 100％全ての rで推定リスクの影響が現れ，Tの増

加と共にそのレンジは制限されるが，T = 12であれば，0％～ 14％及び 86％～ 100％の rで推定リス

クの影響が残される．他方，実務的観点から，1期間を 1ヵ月と見なしたとき，monthly dataを 1年

分まで利用できる状況に対応させることができることも T≦ 12を検証対象とする理由となっている．

　次に，rの実際の水準についてまとめておく．rはその定義から，売上高総利益率に相当するもの

と見ることができる．その算出に必要となる売上原価比率が 2019年経済産業省企業活動基本調査か

ら報告されており，そこから，売上高総利益率の平均水準が把握できる．Table 1は，従業員 50人以
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上かつ資本金又は出資金 3000万円以上の 3万を超える企業を調査対象として集計された売上原価率

であり，Table 2は Table 1の数値を基に算出した結果である．

Table 1．売上原価率（出典：2019 年経済産業省企業活動基本調査）

売上原価率 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

製造業 81.0％ 80.5％ 79.5％ 79.5％ 80.4％

卸売業 89.3％ 88.7％ 88.3％ 88.6％ 88.6％

小売業 72.0％ 71.3％ 71.4％ 71.7％ 72.0％

Table 2．売上高総利益率（Table 1 を基に算出）

売上高総利益率 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平均

製造業 19.0％ 19.5％ 20.5％ 20.5％ 19.6％ 19.8％

卸売業 10.7％ 11.3％ 11.7％ 11.4％ 11.4％ 11.3％

小売業 28.0％ 28.7％ 28.6％ 28.3％ 28.0％ 28.3％

Table 2より，卸売業の売上高総利益率の水準は 11％前後であり，これは，T = 12のときに推定リス

クの影響が現れる rのレンジ（14％未満）に含まれる．この実状に鑑み，本節では，10％前後の rを

検証の対象とする．他方，製造業と小売業の売上高総利益率の値は 14％を大きく上回る水準となっ

ている．ただ，これらは数万を超える企業の集計値であり，言うまでもなく，14％未満の rを持つ企

業が存在すれば，推定リスクは無視できない．

　他方，個人企業においては，rが高くなる傾向が中小企業庁より報告されている．

Table 3．個人企業の売上高総利益率（出典：中小企業実態基本調査令和元年速報）

個人企業
生活関連サービス
業，娯楽業

運輸業，郵便業
不動産業，物品賃
貸業

学術研究，専門・
技術サービス業

母集団企業数（社） 303,650 16,071 138,669 102,113

売上高（百万円） 1,634,638 139,154 1,406,469 1,965,286

売上原価（百万円） 310,514 15,602 109,417 93,362

売上総利益（百万円） 1,324,124 123,552 1,297,052 1,871,924

売上高総利益率 81.0％ 88.8％ 92.2％ 95.2％

Table 3の集計対象となっている個人企業には，本稿が想定している Newsvendor Problemに即したビ

ジネスを展開していない企業も含まれているものと思われる．しかしながら，多くの企業が集計対象

となっており，本稿の想定に適合する企業も含まれている可能性は十分にあるものと思われる．そこ

で，Fig. 1及び Table 3に鑑み，高い rについては 92％前後を検証の対象とする．



青山経営論集　第 56巻　第 1号

12

　dQを計測するには，データの標本平均とσ を与える必要がある．ここでは，標本平均を 100とし，

σ = 25,50の 2パターンを検証する．以下のグラフは，rの高低 2パターンにσの高低 2パターンを掛

け合わせた 4パターンのグラフとなっている．

Fig. 2.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig. 3.
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Fig. 4.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig. 5.
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それぞれのグラフで r（横軸）に対応した dQ（縦軸）が，T = 1, 2, 3, 6, 12の 5パターンプロットされ

ている．

　Fig. 2と Fig. 3は，低い rの検証結果であり，全ての dQが負値となっている．これは，ストック数

量を削減する方向への調整を意味する．例えば，Fig. 2の r = 10％，T = 1の場合であれば，dQ≒

-25％，つまり，通常のNewsvendor problemにおける解に対応したストック数量を25％減らすことで，

推定リスク考慮後の期待利益を理論上，最大化できることを意味している．Fig. 3は Fig. 2のσ を半

減させ 25にした場合であり，Fig. 2に比べ縦軸 dQのメモリが縮小されていることが分かる．リスク

の小さい確率分布の場合，推定リスクも小さくなる為，推定リスクを考慮することで生じるストック

数量の調整も相対的に小さくて済むことを示している．

　Fig. 4と Fig. 5は，高い rの検証結果であり，全ての dQが正値となっている．これは，ストック数

量を増加させる方向への調整を意味する．例えば，Fig. 4の r = 92％，T = 1の場合であれば，dQ≒

12.7％，つまり，通常の Newsvendor problemにおける解に対応したストック数量を 13％程度増やす

ことで，推定リスク考慮後の期待利益を理論上，最大化できることを意味している．Fig. 5は Fig. 4
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のσ を半減させ 25にした場合であり，Fig. 4に比べ縦軸 dQのメモリが縮小され，前述同様，リス

クの小さい確率分布の場合，推定リスクも小さくなり，その調整も小規模となることを示している．

6．結論
　本稿では，需要分布に Power Exponential Distributionを仮定し，Newsvendor Problemにおけるパラ

メータ推定リスクの影響を検証した．具体的には，先ず，需要分布の平均を未知とし，観測データの

標本平均を基に（4）のクラスからストック数量を決定することを前提に期待利益最大化問題を考察

した．その結果，古典的な Newsvendor Problemの解に基づくストック数量 Q0より高い期待利益を

与える方法 Qδ の存在が確認された．次に，Power Exponential Distributionの中で，負の需要が発生す

る確率を排除できる一様分布の場合に，Qδ を特定する調整項を命題 2で導出した．大きな Tにおい

て Qδ は Q0にほぼ等しくなるが，Tが小さく利益率 rが 0％若しくは 100％に近い場合（Fig. 1の双

曲線の外側），Qδ は Q0と異なることを確認した．最後に，Qδ が Q0に比べ実務に影響するレベルの

相違を示すことを，日本の卸売業や個人企業における平均的な売上高総利益率の場合に確認した

（Fig. 2～ 5）．

　本稿の議論を，産業構造変化や新市場開拓など，限られたデータで意思決定せざるを得ない状況下

における在庫戦略に応用するべく，更に発展させたい．

7．補足
　本節では，Power Exponential Distributionのパラメータと一様分布の分散について，整理しておく．

先ず，D～ PE (µ ,σ,∞ )とするとき，V [D ] =σ 2/ 3となることを確認する．z～ PE (0,1,∞ )とすると
き D =µ + zσ と書けるので，V [z ] = 1/3を示せば十分．これは，以下の通り明らか．
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